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生態系サービス概念による農業・農村政策のリフレーミング

Reframing Agricultural Policies by the Concept of Ecosystem Services 

神井弘之＊橋本 禅＊＊加藤 亮＊＊＊吉川夏樹＊＊＊＊
(KAMI/ Hiroyuki) (HASHIMOTO Shizuka) (KATOTasuku) (YOSHIKAWA Natsuki) 

大澤剛士＊＊＊＊＊杉原 創＊＊＊東樹宏和＊＊＊＊＊＊

(OSAWA Takeshi) (SUGIHARA Soh) (TOJU Hirokazu) 

I. はじめに

1. みどりの食料システム戦略策定の意義

2021年5月，農林水産省は， SDGsや環境の重要

性が国内外で高まっている動きに対応し，食料・農林

水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーション

により実現を目指すとして，「みどりの食料システム

戦略」（以下，「みどり戦略」という）を策定した％

みどり戦略は，農林水産省が策定した行政計画として

「行政上の目的を設定し，その目標を達成するための

手段を総合することによって示された行政活動基

準」2) としての特性を備えている。

今後国内外の環境・社会面での急速な変化に適応

するために農業・農村政策の転換を検討していく上

で，今般の戦略策定において，生産力向上と持続性の

「両立」が，「行政上の目的」として明確に位置付けら

れたことの意義は大きい。

みどり戦略の「持続性」に，食料生産の持続性と農

林水産業の持続性が含まれることは文面上明らかであ

る。この場合食料・農林水産業の「生産力向上」が

生産のポテンシャルを高める意味を持つことから，概

念上は「生産力向上」に含まれ得る生産環境の改善な

ど「持続性」を確保する取組みの位置づけに留意して

「両立」について考察することが重要となる。他方，

戦略の具体的な記述を見ると，随所に「土地や水，生

物資源などのいわゆる「自然資本」の持続性」や「安

心して暮らせる地球環境」など，生産環境に限定され

ない広い範囲で，環境の「持続性」が位置付けられて

いることが分かる。

行政計画としてのみどり戦略は，「行政上の目的」

の設定として，食料・農林水産業の生産力を向上させ

つつ，同時に，環境の持続性を確保することまでカバー

しているのである。戦略の英文説明資料3)で，

「Enhanceproduction potentials of agriculture, 

＊農林水産省，＊＊東京大学，＊＊＊東京農工大学
*＊*＊新潟大学，＊＊＊＊＊東京都立大学，＊＊＊＊＊＊京都大学
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forestry and fisheries（生産力向上）」と「Reduce

environmental loads generated from production（生

産由来の環境負荷削減）」を「compatible（両立）」

すると明記していることは，この目的設定を端的に表

している例と言える。

この目的設定は，「生産力向上」と「持続性」の間に，

将来のイノベーションなくしては「両立」困難な相克

が存在するとの現状認識を前提としていることに注目

したい。なお，みどり戦略は，食料・農林水産業を対

象としているが，本報では，農業・農村政策について

考察を行うため，以下，農業に焦点を絞って論考を進

めることとする。

農業に関連する「両立」のための課題を，みどり戦

略の記述から整理すると，①農業の生産力向上と農業

生産の持続性の両立，すなわち現在と将来の農業生産

の間の相克の問題と，②農業の生産力向上と周辺環境

の持続性の両立，すなわち生産活動を行う農地等の場

と周辺環境の間の相克の問題の二つの論点が挙げられ
かい

る。前者は生産活動とその影響の時間的な乖離，後者

は生産活動とその影響の空間的な乖離が，生産力向上

と持続性の両立を困難にする主な要因である。

農業の生産力向上と環境の持続性の「両立」を目指

すステークホルダーは，自ずと農業生産を「主」とし

て「従」である環境との調和に配慮する従来のスタン

スから，幅広い正・負の影響を総合的に把握するスタ

ンスヘと転換する必要に迫られることになる。このた

め，農業生産を起点として環境の持続性を検討する場

合と比べると，何を中心的な問題として位置付けるか，

対象をどのような観点で解釈するか， どのような枠組

みで切り取るかなど，問題を枠付けるフレーミングの

転換（以下，「リフレーミング」という）が必要となる。

今回の戦略策定を画期と捉えるのは，「両立」とい

う行政上の目的設定が，問題のリフレーミングを要請

し，そのリフレーミングが解決策のデザインに直接影

キ「后沖： 生態系サービス， リフレーミング， SDGs, シス
テム思考，みどりの食料システム戦略，持続性
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響することで， 自ずと既存の政策の転換を惹起するこ

とにつながるためである。また，「特定の政策課題に

ついて，それまでと異なる枠を新しく設定してみるこ

とは，選択できる解法の幅を増すことにもなる」4)1) 

フレーミングの効果にも着目する必要がある。

2. 問題のリフレーミングの要請

農業の，「生産力向上」と「持続性」の両立のため，

効果的な解決策をデザインするには，まず政策介入な

しには両立困難な両者の現状， トレードオフをはじめ

とする相互の関係性を含めて全体像を把握することが

必要となる。「生産力向上」を農業の生産力向上，「持

続性」を農業生産の持続性および周辺環境の持続性と

端的に整理しても，その関係性と全体像の把握には，

少なくとも農業生産が周辺環境と人間社会に及ぼす①

プラスの影響，②マイナスの影響，周辺環境が農業生

産に及ぽす③プラスの影響④マイナスの影響の四つ

の要素に加えて，これらの相互の関係性を総合的に把

握することが必要となる。

こうした複雑な状況に対応して，問題の定義解決

策のデザインを行う際に重要になるのがフレーミング

の仕方である。①については食料・農業・農村基本

法の体系下で定着している農業の多面的機能の枠組み

を用いて効果的な説明を行うことが可能である。しか

し，この枠組みは，「農業生産活動が行われることに

より生ずる」， 自然環境の保全等の「農産物の供給の

機能以外の多面にわたる機能」を対象としているため，

必ずしも農業の生産活動を必要としない③と④の要素
らち

が端から埒外となっている。さらに同様の理由から，
はら

トレードオフを芋んでいる要素間の相互の関係性につ

いても把握が難しいという限界がある。農業生産と環

境のどちらかに偏ることなく，相互の関係性を含めて

複雑な物事の全体像を把握し，問題を的確にリフレー

ミングするための新たな枠組みが求められているので

ある。

このリフレーミングに適した概念が，生態系サービ

スである。本報の筆者7名は，行政，農村計画学，農

業土木学，農業水利学，景観生態学，土壌学，微生物

学のそれぞれの立場を背景として，分野横断的に，生

態系サービスの概念を研究や政策，ビジネスに導入す

ることについて検討を重ねている。この検討も踏まえ，

本報では，生態系サービスの概念の特性を明らかにし，

問題のリフレーミングを行い，政策課題を抽出するた

めの分析枠組みを提案した後最近の農林水産省によ

る政策検討の内容について生態系サービス概念を導入

することの有用性を検証し，それを踏まえて今後の農

業・農村政策に得られる政策的含意について明らかに

することとしたい。
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II. 生態系サービス概念の特性と分析枠組み

1. 生態系サービス概念の特性

「ミレニアム生態系評価」では，生態系サービスを「生

態系から人間か受け取る便益」と位置付け，供給サー

ビス（食料，木材等の供給），調整サービス（洪水，

気候の調整等），文化的サービス（レクリエーション

や精神的な恩恵等），基盤サービス（栄養塩循環や土

壌生成等）の4類型に整理している 5)。農業に関連す

る生態系サービスの広範で多様な類型について概観し

たZhangら6), Swintonら7)では，生態系から人間

が受け取る望ましくない影響（負の便益）を「生態系

ディスサービス」として位置付け，これを広義の生態

系サービス概念の下で一体的に捉えて考察しており，

本報でもその整理に従うこととする。

1．で述べたとおり，農業生産と環境の相互の関係性

について問題を的確にリフレーミングするための枠組

みには，農業生産と環境のどちらかに偏ることなく，

全体像を捉えることのできる概念であることが求めら

れる。この観点から生態系サービスの概念を見ると，

①すべての生態系を対象とし，農業に限定される概念

でないこと，②4種類の異なるサービスが相互に関係

しあうことが前提となっていること，ヽ③サービス間の

トレードオフ，シナジーについて分析可能であること，

④デイスサービスの存在が位置付けられていること，

⑤サービスの供給地と受益地の概念が明確であるこ

と，⑥ある生態系と他の生態系の間のサービスのやり

取りについて分析可能であることなどの特性を備えて

いることが分かる。問題を的確にリフレーミングする

ための枠組みとして，有効に機能することが期待され

る所以である。

また，生態系サービスに関する研究は，欧米諸国を

中心に，自然科学，社会科学の分野で精力的に展開さ

れており，本報が対象としている農業の生産力向上と

農業生産の持続性・環境の持続性の間の関係に係る評

価・分析に大きなポテンシャルを示している 8),9)。こ

うした国際的な調査研究の成果に加えて，これまでの

国内の農業の多面的機能に関する知見の蓄積も活かす

ことにより，効果的なリフレーミングが可能になるこ

とも，生態系サービス概念を用いることのメリットと

言える。

2. システム思考で全体像を捉える分析枠組みの

提案

農業生産と環境をどちらかに偏ることなく見て，問

題の的確なリフレーミングを可能とするには，問題の
かん

全体像を鳥廠するとともに，個々の要素の相互の関係

を顕在化できる一種の見取り図の作成が有効と考えら

Water, Land and Environ. Eng. Nov. 2021 
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れる。

また，このような複雑性に圧倒されそうな状況下で

は，検討対象を複数の構成要素からなるシステムとし

て捉え，相互のつながりに着目して根底にある構造を

見極め，有効な解決策を模索する思考法であるシステ

ム思考が有効に機能すると指摘されている 10)0 

実際に農業の生産力向上と農業生産の持続性 ・環境

の持続性の間で相克が生じている現場を，農業生産の

ために人為的な管理下におかれた，生物と非生物双方

の構成要素からなる空間である「農業生態系」（シス

テム）として捉え， どのような生態系サービスの出入

りがあるか整理することで，システム思考を新たな分

析枠組みに効果的に取り込むこととしたい。

こうした観点を踏まえて，農業に関連する生態系

サービスの広範で多様な類型について概観した

Zhangらと Swintonらのモデル図を参考にして，わ

が国における分析枠組みとしての利用を視野に整理し

たモデル図が図ー1である。

①農業生産に関連する生態系と して，主に農地にお

ける「農業生態系」と農地以外の「周辺生態系」の類

型を立て，②農業生態系由来 (FROMと表示）の生

態系サービス（実線矢印の先）と生態系デイスサービ

ス（点線矢印の先）を右側に配置し，③左側の周辺生

態系からの生態系サービス（実線）と生態系デイスサー

ビス（点線）が農業生態系に提供されていることを示

し (TOと表示），④さらに，農業生態系から提供さ

れた生態系サービス，生態系デイスサービスが，それ

ぞれ周辺生態系に影響を及ぽすことをそれぞれフィー

ドバック（正・実線負・点線）として表すこととし

ている。この周辺生態系へのフィードバックが次のサ

イクルの③のサービス，デイスサービスの提供に影響

を及ぽしていくという構図である。

なお，それぞれのボックスの中には， Zhangらと

生態系サーピス

・気候／大気の濶節
• 水の供給
•土壌生成
・花粉媒介
．荊害虫制御

・追伝的多様性など

生態系サービス

・紅料・繊維
,・・・_-;,・.;;;,;・,-,;・・・・・・・・・・・・・・・, 
:.水の供給
： •土壌生成 i l ・気候／大気の製節 ： 
: • 美 しい訊観 ； i・炭紫貯留
: • 生物多様性保全など ：

i 
···1 農業の多而的槻!!]•··

＇♦• 生態系デイスサーピス

♦亀 1 •水質汚濁
FROM ・土壌劣化

・悪具

ディスサーピスの 1 ・過剰な化学股薬・ II四料
フィードバック

•生物多様性の喪失など．． ........ ···••- -••·· ......... 
文献6)のFig.2, 文献7)のFig.lを参考に作成

生態系ディスサーピス

・病虫者
•土壌劣化
•他の生態系との水盤要
の競合

・花粉謀介の競合など

図ー1 農業生態系を取り巻く生態系サービスの分析枠組み

（モデル図）

Swintonらの記載例を参考にして，具体的な生態系

サービス，生態系デイスサービスの例を記述している

が，これは網羅的なものではなく，代表的なものを挙

げたものである。

このモデル図利用に期待される効果の一つに，問題

のリフレーミングにおける論点の明確化がある。たと

えば，「持続性」に関する検討において，農業生産の

持続性と環境の持続性の相違点について，このモデル

図に具体的な事象を書き込むことによって，明確に意

識して問題のリフレーミングを行うことが期待される。

農業生産の持続性について見ると， もっとも狭い観

点では，右上のボックス内で，ある作期における供給

サービス（農業生産）と調整・基盤サービス（土づく

り，生物多様性保全など）のバランスをとる問題と整

理することができる。一義的には，供給地と受益地が

一致し，農業者がバランスを判断する性格の話となる

であろう（右下の生態系デイスサービスによって当期

の供給サービスが影響を受けないよう考慮する局面も

想定し得る）。しかし，モデル図の見方をより広いも

のに転換すると，現時点と将来の供給サービス間のバ

ランスをとる話とも捉えることもできる。右下のボッ

クスの現在の農業生態系からの生態系デイスサービス

（水質汚濁過剰な化学農薬・肥料投入，生物多様性

の喪失等）が，左下の将来の周辺生態系の生態系デイ

スサービス（病虫害，土壌劣化水需要の問題等）へ

とフィードバックされる事象が考えられる。供給と受

益（または負荷）の空間的な乖離原因と影響の時間

的な乖離の存在を考慮して，それらが長期的に農業生

態系に影響を与え，右上のボックスの将来の供給サー

ビス（農業生産）の制約要因となるリスクを的確に想

定し，現時点の農業生態系への介入を判断する話とし

て整理することもできる。

このように，モデル図を分析枠組みとして用いて

ボックスに具体的事象を書き込んでいくことで，生態

系サービスの概念で問題をリフレーミングし，政策課

題の抽出，解決策のデザインにつなげることが期待さ

れる。

III. 最近の政策検討動向への当てはめ

水土の知 89 (11) 

環境・社会の変化に適応して政策転換を囮るよう迫

られる機会が増加していることの証左と捉えるべき

か，みどり戦略の策定と相前後して，農林水産省にお

いて有識者検討会が開催され，農業生産と環境の持続

性に関連の深い政策の検討が進められている。本報で
きぴす

は，みどり戦略と踵を接する形で， 2021年6月に公

表された「植物防疫の在り方に関する検討会」（以下，

「植物防疫検討会」という）中間論点整理11)と，「長

829 
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期的な土地利用の在り方に関する検討会」（以下，「土

地利用検討会」という）中間とりまとめ 12)の記述内

容について， II．の分析枠組みを用いて解析し，生態

系サービスの概念で問題をリフレーミングし，政策課

題を抽出することの有用性を検証することとしたい。

1. 植物防疫検討会中間論点整理のケース

植物防疫検討会は， 2021年3月から， ①病害虫の

発生予防・駆除・まん延防止措置，②輸出入検査等の

植物検疫措置等の植物防疫に関する課題について，点

検・検証を行い， 6月に中間論点整理を公表した。

この中では「今後の対応方向」として，「病害虫が

発生しにくい生産条件の整備をベースとした総合的病

害虫管理の推進」を掲げており，「農業生産の持続性

確保の観点から，（略）…病害虫が発生しにくい「生産

条件」の整備をベースとして，環境負荷の低減にも資

する「防除資材」と「使用方法」の選択の3つの柱を

適切に組み合わせた総合的病害虫管理の取組を推進す

ることが必要である」ことを位置付けている。さらに，

「生態系が有する機能を可能な限り活用し， 自然の病

害虫制御作用が促されることで，病害虫の被害の軽減

による生産力の向上と農業の持続性の確保が図られる」

とし，生態系サービスのうち調整サービスである病害

虫制御作用が明示されていることも注視すべきであろう。

中間論点整理において直接・間接に言及されている

論点について， II．で提案した分析枠組み（図ー1)を

適用すると，図ー2のように位置づけを整理すること

ができる。そもそも周辺生態系からの基盤・調整サー

ビスに支えられて農産物供給（供給サービスの提供）

が成立している中，デイスサービスとして病害虫の発

生リスクが高まっており，農業生態系において，従来

通りの防除では持続的な農業生産が困難になって，農

産物供給（供給サービス）に負の影響をあたえている

という構図である。さらに，農業生態系における化学

合成農薬に依存した防除がデイスサービスとして周辺

生態系（および農業生態系）ヘフィードバックされ，

そこで薬剤抵抗性の発達した病害虫の発生というデイ

スサービスを顕在化していることも射程に入ってい

る。このように生態系サービス概念で問題をリフレー

ミングすることで，幅広い相互の関係性，一つの事態

の解決策が別の問題の原因になりかねない複雑なメカ

ニズムが明らかになり，個々の対策間の整合性を維持

しつつ，総合的な対応を検討することが可能になるも

のと考えられる。この問題のリフレーミングから導か

れる政策課題と，中間論点整理で示されている「予防

的な取組の強化」や「総合的病害虫管理の取組の推進」

の対応方向は整合的なものとなっている。

周刃牛慧系

生態系デイスサービス

・気候変動等による病害
虫発生リスクの窃まり
・管理不十分な農地での

病也虫発生
・薬剤抵抗性病害虫の発生

など

態系サービス

牒産物の供給
土壌生成

生物多様性保全
水の供給

炭索貯留など

生態系ディスサービス

,. ．水質汚濁

.ヽ|：古認t学農薬 ・肥科
FROM I・ 生物多様性の喪失（典

薬のターゲット外の種

デイスサービスの I への影押含む）など
双 フィードパック.．．．... 
・・・・・・・・・・ .... 

図ー2 植物防疫検討会中間論点整理への枠組み適用

2. 土地利用検討会中間とりまとめのケース

土地利用検討会は，本格的な人口減少社会の到来等

により，耕作困難な農地が発生することが懸念される

ことを踏まえ，放牧・飼料生産等の少子高齢化・人口

減少にも対応した多様な土地利用方策とそれを実施す

る仕組みについて，幅広い視点から検討を進めるため，

2020年5月から開催され，2021年6月に中間とりま

とめを公表した。

この中の「土地利用の施策」部分では，「今後の施

策の方向性」として，食料の安定供給のための農地の

確保を前提としつつ，有機農業や放牧など持続可能な

土地利用とこれを支える農地・農業水利施設の整備が

示されている。特に，「最大限の政策努力を払っても

なお農地として維持することが困難だと考えられる土

地について，鳥獣緩衝帯等の農業生産の再開が容易な

用途として利用する仕組みや，農用地として維持する

ことが極めて困難でありかつ，将来農用地として利

用される見込みがない土地ではあるものの，林地とし

ては有望であるような土地を森林として利用する仕組

みについて検討すべき」とされていることを注視すべ

きであろう。

中間とりまとめで直接・間接に言及されている論点

について， II．で提案した分析枠組み（図ー1)を適用

すると，図ー3のように位置づけを整理することがで

きる。農地について，食料供給（供給サービス）の優

先順位を上位とする姿勢を維持しつつも，調整サービ

スである災害に強い国土形成，基盤サービスである生

態系•生物多様性保全， 文化的サービスである文化・

歴史の伝承などの他の生態系サービスの提供について

考慮し，長期的な土地利用について検討していること

が分かる。

受益サイドの視点から，（供給サービスのみに拘泥

せず）各種の生態系サービスの提供をトータルで考え

て，受け取る便益を最適化しようとする意図がうかが

われる。たとえば，放牧利用，林地化等については，

830 Water, Land and Environ. Eng. Nov. 2021 
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生態系サービス

• 水の供給
• 土壌生成
・災害に強い国土形成

•島獣抑制 （緩衝帯）
• 生態系•生物多様性の
保全 ・再生

生態系デイスサーピス

.. (~獣害
・病虫害

•他の生態系との水術要
の競合

など

系サーピス

科安定供給
害に強い国土形成

態系•生物多様性保全
化・歴史の伝承

観の形成

三
態系デイスサービス

質汚；；；

FROM I • J..壌劣化
・ロ剰な化学農薬・肥科

物多様性の喪失
デイスサービスの 1 など

図ー3 土地利用検討会中間とりまとめへの枠組み適用

供給サービスと調整サービスとの間のバランスを考慮

し，長期的に農産物生産としての供給サービスを低下

させることとなっても放牧地，林地の調整サービス

等を評価し生態系サービス総体としての提供を維持・

増進する意思決定を行う仕組みが求められていること

が分かる。また，鳥獣緩衝帯としての土地利用は，周

辺生態系からのデイスサービスである鳥獣害に対応す

るために，農業生態系の調整サービスである鳥獣害制

御作用を増進する土地利用を企図するものと解するこ

とができる。

このように生態系サービス概念で問題をリフレー

ミングすることで，幅広い正・ 負の影響を一つの枠組

みで捉えることが可能になるとともに現時点の土地

利用の判断によって一定期間経過後に初めて顕在化す

るメリット・デメリットを総合的に勘案して，多様な

ステークホルダーが意思決定に臨める仕組みをデザイ

ンすることが可能になるものと考えられる。

IV. 農業・農村政策への政策的含意

III．では，環境・社会の急速な変化に適応して，農

業・農村政策の転換を図る検討を行う際に，生態系

サービス概念を用いて問題のリフレーミングを行う方

向性について，最近の政策検討の動向を踏まえて検証

した。

植物防疫検討会では，農業生産の持続性確保に焦点

を絞って，現状と課題の把握・分析が行われているが，

生態系サービス概念の枠組みで現状を把握し，周辺生

態系（管理不十分な農地を含む）での病害虫発生圧の

高まり （デイスサービス），周辺生態系の病害虫制御

作用の発揮（調整サービス）などの論点が明らかにな
とど

り，対応方向として，農業生態系の中に止まらず，周

辺生態系との相互関与を前提とした総合的病害虫管理

の検討が必要であることを改めて確認することができ

た。生態系サービス概念によって問題のリフレーミン

グを行うことにより，農業生態系のマネジメントに止

水土の知 89 (11) 

まらず周辺生態系のマネジメントまで含めた総合的な

対応が必要であることそれに関わる多様なステーク

ホルダーの関与が求められること，土づくりのプラス

のフィードバック，薬剤抵抗性病害虫のマイナスの

フィードバックなど，時間差が生じる相互関係も的確

に補足する必要があることなど，政策の対象範囲や政

策手法の転換が求められる要素も明らかになってくる

ものと想定される。

土地利用検討会では，食料の安定供給（供給サービ

ス）のための農地確保を前提として検討が進められつ

つも，長期的には耕作困難な農地が発生する懸念を踏

まえて， 農地，放牧地，林地等の多様な土地利用方策
そ

が議論の俎上にのぼっており，「農地を，（略）…農業

生産性とは別の尺度で守ることも重要」との指摘も中

間とりまとめの中に見られる。供給サービス，調整サー

ビス，基盤サービス，文化的サービスを対等な位置づ

けで比較衡量し， トータルで生態系サービスの提供を

最適化（厚生最大化）するための土地利用のあり方が

模索される方向性がうかがわれる。この場合，災害に

強い国土形成における河川上流の農業生態系と下流域

住民の間のように，生態系サービスの供給地と受益地

の空間的な乖離のあるケースや，将来的に農業生産を

再開することを視野に鳥獣害制御作用（調整サービス）

を発揮させるようにマネジメントする者と受益者の間

に時間的な乖離があるケースについて，いかにサービ

ス間のバランスをとり解決策の実効性を高めるか，こ

こでも，政策の対象や政策手法の転換が求められる要

素が明らかになってくると想定される。

これら二つの生態系サービス概念を用いた政策検討

に関する検証は，城山13)が指摘するように，「新たな

フレーミングは，新たなステークホルダーの範囲を規

定し，外部者を巻き込む」機能を有する一方で，「外

部者は新たなフレーミングを持ち込む媒介者となりう

る」二重の構造にあること，さらに，政策形成に関わ

る者が，このフレーミングとネットワークに影響を及

ぽすことで実践的に政策過程の運営を支援し，政策革

新を促すことができるポテンシャルを示唆している。

この観点から，農業農村整備の新たな展開を展望す

ると，少なくとも，本報で取り上げた①従来は相対的

に縁の遠かった総合的病害虫管理の推進等の局面にお

いて，病害虫制御作用を高める圃場整備など生産条件

整備の担い手としてステークホルダー化することや，

②生態系サービス提供の最適化（厚生最大化）を目指

す土地利用実現のための総合的な対策パッケージの政

策手法の一つと して効果を発現することなど，問題の

リフレーミングにより，問題解決のためのネットワー

クヘ新たに参画する機会の増大が想定される。
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より積極的に考えるなら，生態系サービス概念を有

効に活用することで，国民全体（将来の国民を含みう

る）が，農業農村整備の受益者であることを明らかに

していくことに着目すべきであろう。生態系サービス

概念による問題のリフレーミングをレバレッジ・ポイ

ントとして，土地改良長期計画 14)で位置付けられた
ひ

「都市住民を含む国民全体の生活と国民経済全体に碑

益する多面的機能の維持 ・拡大と生態系サービスの維

持・強化」をさらに発展させる国民起点での政策課

題の抽出，解決策のデザインヘの展開を期待したい。
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（小特集①）

生態系サービス概念による農業・農村政策のリフレーミング

神井弘之・橋本 禅・加藤 亮•吉川夏樹

大澤剛士・杉原 創・東樹宏和

みどりの食料システム戦略では，生産力向上と持続性の両立

が目的として掲げられている。今後，環境・社会面の変化に適

応するため，この両立への要請は高まるものと想定される。農

業生態系をめぐる複雑な状況下で，両立のための効果的な解決

策をデザインするには，生産活動と環境の相互の関係性と全体

像を把握し，問題をリフレーミングすることが求められる。本

報では，生態系サービス概念を用いて．農業生態系と周辺生態

系に生じている問題の構造を把握し．解決策のデザインにつな

げるための分析枠組みを提案する。さらに，この分析枠組みを，

最近の政策検討事例に当てはめて．その有効性を検証し，そこ

から得られる政策的含意について考察する。

（水土の知89-11.pp. 3-8. 2021) 
芍＾ド 生態系サービス．リフレーミング， SDGs,システム思考，

みどりの食料システム戦略．持続性
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